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企業の環境コミュニケーションに関する考察

一一業種別にみた環境報告書の発行動向より一一

花 田 員理子

環境報告書は，企業の環境に対する取り組みをステークホルダーに伝達するコミュニケーション・ツール

のひとつで、ある。近年，環境報告書を発行する企業の数は増えているが，業種による格差がみられ，企業の

説明責任についての意識が浸透していないことをうかがわせる。他方では，環境報告書に CSR(企業の社

会的責任)や持続可能性の側面を盛り込み，環境配慮経営やエコデザインを効果的にアピールすることに

よって，有効なマーケテイングを実現している企業もある。

そこで本研究では，コミュニケーション・ツールとしての環境報告書の発行状況や内容を業種別にまとめ，

比較を行った。次に，外部機関による企業の環境配慮評価を業種間比較し，環境報告書によるコミュニケー

ションの評価との関連を調べた。その結果，環境報告書を活用した環境コミュニケーションに積極的な業種

の特徴は，①顧客が消費者で，企業との距離が近いこと，②事業活動の環境負荷が大きく，社会への説明

責任が大きいこと，③環境への取組が本業と深く関係していること，の 3点にまとめられた。

最後に，コミュニケーション・ツールとしての観点から，環境報告書の今後の動向について，環境配慮促

進法施行，網羅性と読みやすさ，信頼性と比較可能性，対話性，の 4点から考察を行っている。

An environmental report is one of the communication tools which informs a company's environmen-

tal action to multi -stakeholders 

Recently the number of companies publishing environmental reports has increased， but， it still re-

mains in a small portion， which indicates that consciousness of necessity to explain environmental re司

sponsibility does not become a major attitude of the industry. 

Though， some companies include the meaning of CSR (Corporate Social Responsibility) and sus-

tainability in their environmental reports， recognizing that appealing to stakeholders for environmental 

consideration management and an eco-design effectively is an effective marketing tool. 

Therefore， by this study， 1 surveyed the publication situation and contents of environmental reports 

from the view point of a communication tool， and analyzed them based on types of industry. 

Three main features are found in the markets of those which eager to make environmental-com-

munication. First， company's customers are consumers， and distance between the company and its cus-

tomers are rather close. Second， the environmental effect of company's activity is so huge that company 

has big responsibility on explanation (accountability) to society. Third， main profession of the company 

relates to environment deeply. 

Then， 1 evaluated environmental consciousness of companies based on types of industry， and ex-

amined their environmental reports as the aspect of communication tool. Furthermore， 1 reviewed the 

publication situation and characteristics of environmental reports. 

Finally， 1 considered a future trend of an environmental report as a communication tool from 4 

points of view; new law regulation， comprehensibility， reliability and comparability， and dialogue with 

stakeholders 
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はじめに

近年，地球温暖化のような地球環境問題が国

境や世代を超えて深刻な影響を及ぼし，資源エ

ネルギーの枯渇や廃棄物処理の限界が迫ってい

ることが明らかになるにつれて，どのような事

業活動を行っている企業も，環境に配慮した活

動が社会から求められるようになってきた。た

とえ，自社の扱う製品や生産過程そのものが大

きな環境負荷を生じなくとも，環境配慮を行い

ながら経営活動を進めていくことは，①環境

リスクの削減，②コストの削減，③環境ブラ

ンドの構築(差別化優位性)，④グリーン調達

などサプライチェーンからの要請，⑤従業員

のモチベーションと企業への忠誠心の向上，と

いったメリットをもつことが考えられる。①②

は経済的な合理性をもち，③④は市場の維持と

拡大につながり，⑤は経営組織の安定と生産性

向上が期待できるからである D

さらに，企業の相次ぐ不祥事によって企業の

コンブライアンスが問われるようになると，人

事面の配慮や企業市民としての行動といった企

業の社会的責任 (CSR: Corporate Social 

Responsibility)が追求されるようになってき

た。すなわち，企業は環境経営や環境製品の提

供等の事業活動における環境配慮性のみならず，

社会的公正性も企業評価の際の項目となるとい

う認識をもつようになってきた。その結果，企

業は環境面や社会面にも配慮していることを，

企業の利害関係者であるステークホルダーに適

切な媒体と方法で情報伝達していくことが事業

戦略上きわめて重要になってきた。なぜならば，

消費者や投資家，従業員や取引先や地域住民な

どのステークホルダーからの評価は，消費や投

資，求職などの際の企業の選別に直結するので，

政府からの規制圧力とともに，企業の経営活動

に対して大きな圧力をもっと考えられるからで

ある(図 1)。こうして，企業において，環境

コミュニケーションの重要性の認識が強く認識

されるようになってきたのである。

日本では， 1997年12月の気候変動枠組み条約

第3回締約国会議 (COP3) を契機として企業

の環境経営に関する関心が急速に高まり，

IS014001認証取得企業数が飛躍的に増大した。

また， IS014001の認証に際して環境情報の開

示が求められることから，利害関係者であるス

テークホルダーに向けて環境報告書の形で環境

コミュニケーションを図る企業も増えてきた。

適切なコミュニケーション・ツールはステーク

ホルダーごとに異なるのが当然で、あるが，環境

報告書は全てのステークホルダーが利用できる
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図1 企業に対するステークホルダーからの圧力
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環境情報の一般的なツールとして発行されてい

る。そこで，環境報告書の発行状況を整理し，

業種別にみた環境コミュニケーションの特徴を

分析した上で，環境報告書の今後の課題を考察

したい口

1.環境コミュニケーションの系譜

1-1.マーケティングの4P理論

20世紀型市場経済社会においては，大量生産

による GNP経済の拡大こそが最大の命題であ

ると考えられ，その結果大量消費を促すような

マーケティングが求められてきた口 P.コト

ラーによれば，マーケティングの定義は社会的

定義と経営的定義に大別される口前者によれば

「個人やグループが価値ある製品やサービスを

作り出し，提供し，他者と自由に交換する事に

よって必要なものや欲しいものを手に入れる社

会活動のプロセスJを意味する。一方，経営的
定義では「製品を売るための技術」と捉えられ

る事が多かった [12]。

第二次世界大戦後のアメリカでは，売り上げ

を伸ばして収益を上げるという企業目標達成の

ために，消費者ニーズやウォンツを明らかにし，

いかに効率的にそれらを喚起したり，応えたり

するか，ということに焦点を当てるマーケテイ

ング論が支配的であった。その代表がE.J. 
マッカーシーの 4P理論であり [17]，1960年

金融市場

代のマーケティング理論の基本となった。すな

わち，市場ターゲットとして設定した消費者の欲

求を最も満足させるためには，製品 (Product)， 

価格 (Price)，流通 (Place)，販売促進 (Pro-

motion) の4要素のツールを効率的に組み合

わせることが必要だという理論であった。

1-2. ソーシャル・マーケティングと顧客志向の

台頭

ところが60年代後半から公害問題が顕在化し，

消費者運動のうねりや企業の社会的責任の追求

が広がっていく時代の流れの中で，製品を大量

に売ることを最大の目的とする従来の生産者志

向の 4P理論によるマーケテイングでは対応で
きない事例が増えてきた。例えば，顧客の短期

的満足を追及した結果，長期的には顧客自身に

損失をもたらすケースや，顧客満足を優先した

ために社会全体に不利益を与えるケースが社会

問題化してきたのである。そこで登場してきた

のがソーシヤル・マーケティングの考え方で

ある。

ソーシャル・マーケティングには，大きく 2

つの流れがある。 1つは マーケテイング概念

を企業以外の非営利組織に対しても拡大して適

応するという『マーケティング理論の拡大Jで
あり， P.コトラーと S.].レヴイの論文 [11]

が端緒となった。そこでは， NPOや官公庁，
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表1 4 P (生産者販売者志向)から 4C (消費者志向)へ

企業(売り手)から見た 4P 

製品 (Product) -令

価格 (Price) 吟

販売促進 (Promotion) -争

流通 (Place) -砂

出所:P.コトラー [12]p. 13 

自治体，教育機関などの非営利組織も，マーケ

テイング技法を適用して効率的な運営を行うべ

きであるという考え方が提唱された。

ソーシャル・マーケテイングのもうひとつの

流れは，企業も社会を構成する一員であるとい

う視点から，企業利益ばかりでなく，当然，社

会の利益も考慮して活動すべきであるとする

『社会志向のマーケティング』の考え方である。

W.レイザー [19J は，企業のマーケテイング

活動に，環境問題や消費者問題，社会的責任な

どの社会的側面も含めるべきだと主張した。や

がて社会志向のマーケテイングには，社会的責

任を自覚し，企業倫理に則って責務を全うする

ため，社会的視点を前提に長期的にマーケテイ

ング活動を行う『社会的責任のマーケテイン

グ』の考え方に加えて，社会貢献も企業の義務

ととらえて，能動的に社会にかかわるため，社

会利益を考慮する『社会貢献のマーケティン

グJの考え方も含まれるようになる。
一方. 4 P理論そのものの見直しも行われる

ようになった。ラウターボーン [18Jは，売り

手は 4Pを設定する前に，まず買い手の視点で

の4Cの検討から入るべきだと主張した。 4C

とは，顧客が求める価値 (CustomerSolu-

tion) ，顧客コスト (CustomerCost)，コミュ

ニケーション (Communication).利便性 (Con-

venience) である。コトラーによれば， 4 Cと

4 Pは表1のように対応している。

ラウターボーンは，ターゲット市場の顧客を

4Cの視点で理解すれば4Pの設定もはるかに

容易になると主張した。マーケティングがター

ゲット市場を決め顧客を理解することから始ま

顧客(買い手)から見た 4C

顧客ソリューション (CustomerSolution) 

顧客の負担 (CustomerCost) 

コミュニケーション(Communication) 

入手の容易さ (Conven悶 lce)

る活動であることを考えれば， 4 Pの決定も，

対象となる顧客や市場が決まっていてこそ，は

じめて下すことができるはずである。マーケッ

ト・マネージメントを適切に行なうためには，

まず顧客志向の判断が求められるという視点は，

企業の社会的責任 (CSR) 論や，ステークホ

ルダーとのコミュニケーション論の出発点とも

言うべきものである。

こうして杜会志向のソーシャル・マーケテイ

ングが進められるようになると， リレーショ

ン・マーケテイングと呼ばれる新しいコンセプ

トが生まれてきた。これは，取引における短期

的な利益に焦点を当てる従来のマーケテイング

理論から，長期にわたって利益が見込まれる顧

客リレーションシップの構築に焦点を移す考え

方である。グリーン・マーケテイングでは，市

場の環境面のニーズや関心を正しく判断し，市

場や社会の要望に沿う満足を効果的効率的に提

供することによって，顧客の効用と社会の厚生

を維持向上させることが求められる。このコン

セプトに従うならば，マーケテイングを行う際

には，社会的倫理的な配慮も求められることに

なる。つまり企業は，経済合理性と，社会性や

環境性を調整していかなければならない。こう

したリレーション・マーケティングを成功させ

ている企業が実践しているのが，コーズリレー

テッド・マーケテイングと呼ばれる考え方であ

る。企業は市場に対して， r信条』や『イメー
ジ』によってリレーションシップやパートナー

シップを構築する活動を行う。これによって企

業の評判は高まり，ブランド認知度と顧客ロイ

ヤルテイは上がり，売り上げは伸び，マスコミ
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図 2 リレーション・マーケティングにおけるコミュニケーション・

ツールの必要性
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に取り上げられる機会も増える。顧客は次第

に，よき市民としての企業活動を求めるように

なるであろう。企業は経済的なベネフィット

だけでなく，より高次元のイメージ属性を加え

ることによって顧客シェアを拡大していくの

である。このイメージ属性が，グリーン・マー

ケテイングにおける『環境への取り組み・配

慮Jであり， r企業の社会的責任 (CSR)jで
ある。企業は適切なコミュニケーション・ツー

ルを用いて，ステークホルダーに iCSR志向

性」を伝えることが必要になってきたのである

(図 2)。

1-3. グリーン・マーケテイングにおける環境コ

ミュニケーション・ツール

ソーシャル・マーケテイングにおいて，企業

は環境への取り組みや態度を内部の従業員や外

部の利害関係者に向かってきちんと説明し，ま

た競争上の差別化戦略として環境プランデイン

グを積極的に行う必要がある。

さらに，企業の経済活動の結果もたらされた

地球環境問題が顕在化してきた1980年代以降，

この社会志向のソーシャル・マーケテイングの

概念から発展して，市場メカニズムに環境とい

う価値基準を加味するグリーン・マーケテイン

グが広まってきた。大橋照枝はグリーン・マー

ケテイングを「地球環境と生活の質および生活

者満足との共生と調和を図りながら，商品・

サービスの企画段階から最終的に消費されたあ

との廃棄物のリサイクル，リユース，再生，処

理を含む“循環"のプロセスを織り込んだ，需

要動向調査，商品・サービスの開発，生産・物

流・販売およびコミュニケーション活動であ

るJと定義している[1 ]。こうした観点から，
グリーン・マーケティングにおいては，自社の

環境性社会性に関する情報のステークホルダー

への伝達と，そのフィードパックへの対応，環

境コミュニケーションが非常に重要と考えられ

ている。

一般的なマーケテイングでは，コミュニケー

ション・ツールとして，①広告，②割引クー

ポンやプレミアムのような販売促進，③対面

販売，④ DMなどのダイレクト・マーケテイ

ング，そして⑤パブリック・リレーションズ，

があげられる [12J。しかし，リレーション・

マーケテイングにおいては，イメージをイ吏って

広くステークホルダーに対して訴え，環境ブラ

ンドを確立することが必要である D そのため，

②~④は具体的直接的な商品を売るためのツー

ルなので，環境ブランドの確立のためのコミュ

ニケーション・ツールとして取り上げるのは適

当ではないと考えられる。したがって，環境コ
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表2 環境コミュニケーション・ツールの種類
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企業が自らの環境情報を取りまとめて公表する年次報告書。事業活動によって起こす環境負

荷の程度や，それを低減するための自主的な取り組みをまとめて公表するもの。冊子のほか，

CD-ROMやインターネットなど媒体が多様化している。

広告の本来の目的は自社の製品やサービスを買わせることだが，環境広告の場合には，イ

メージ戦略の一環として，地球環境問題や自然保護の大切さなどを訴えて，その企業の環境

重視の姿勢をアピールするものが多い。商品の環境性能を強調するものも含まれる。

来場者が自社の取り組みを理解できるようなショールームのような施設。商談につなげる目

的ももっ。

自社で展示会を開催したり 工場や事業所単位で地域住民を対象としたフェスティパルなど

を開催し，地域交流を図る。環境関連のポスターや標語，童話などのコンクールを行うこと

もある。

一般または特定のステークホルダーに対して，自社の取り組みを説明するためのセミナーな

どを開催する。

地域の小学校などに出向いて，環境学習を行う。

行政や他国体が開催する展示会に参加し，自社の取り組みや製品を紹介する。

ステークホルダー・ミーテイングと呼ばれる。「環境報告書を読む会Jのように，具体的な
意見を直接聞くフィードパックが目的。施設自体への理解を求めるタウンミーテイングのよ

うに説明と意見収集を目的として開催される場合もある。結果的に参加者の理解および共感

性を高める効果がある。

企業が実際に取り組む現場を見学してもらう。工場などでは，あらかじめ見学を想定して設

計される場合もある。

直接的なコミュニケーション・ツールではないが，間接的に企業の環境配慮姿勢を伝える役

割をもっ。態度清掃活動や自然保護活動の実施，社員の環境ボランティア活動の支援，他国

体の環境保全活動の財政援助。研究教育機関への支援など，さまざまな取り組みが見られる。
」

ミュニケーション・ツールとしては，環境面の

取り組みや環境性能に関する広告や，環境情報

を含むパブ、リック・リレーションズが重要であ

る口このような環境コミュニケーション・ツー

ルとして，現在多くの日本企業が用いている諸

手段をまとめたのが表2である。

図3 環境コミュニケーションツール

くEザり母〉吋ff
〈

ワークショップ/
読む会/見学ツアー

これらのツールは，一般社会に向かつて投げ

かけるのか，特定のステークホルダーに働きか

けていくのか，という対象の「広さ」の点と，

一方的な情報発信から，フィードパックを得る

目的までどの程度の「対話性」をもつか， とい

う点で，それぞれ特徴が異なるため，多くの企

業ではいくつかのツールを目的や費用に応じて

利用している(図 3)。

これら環境コミュニケーション・ツールのう

環境報告書/HP/
展示会/ニユ』スリリ}ス

く五日s ぜ〉一般社会

一方向4情報提供型

ち，多くの企業か採用している手段が，環境報

告書の発行である。例えば，日立製作所は環境

報告書を約3万部発行しており，その他のツー
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表3 環境コミュニケーションの主な実績(2003年度)

活 動 実績

環境経営報告書 約3万部

ニュースリリース 9件

取材対応 23件

環境タウンミーティング 1回

講演会，授業 4件

寄稿 6件

出所:目立製作所 [16Jp.29 

ルに比べて情報伝達範囲は格段に広いことがわ

かる(表3)。

また，環境報告書の記載に関連会杜も含めた

連結性が求められるようになると，それに呼応

する形で，事業所や子会社などのサイトごとに

環境報告書を発行する動きも出てきた(表4)。

平成13年以降の環境白書は，環境コミュニ

ケーションの必要性や，市場において環境報告

書の果たす役割などについて毎年紙幅を割いて

いる。しかし，企業が環境コミュニケーション

のツールを用い始めてからまだ年数が浅いこと

もあり，マーケテイングにおける環境コミュニ

ケーションの研究はそれほど進んでいない。た

だし，いくつかのアンケート調査や表彰制度，

環境格付け等によって市場の動向を探ることは

可能である。

そこで次章では，これらの調査のデータを用

表4 会社・事業所別環境報告書発行状況

2001年度 2002年度 2003年度

会社，会社グルー
12件 19件 19件

プとしての発行

特定サイトでの
4件 6件 9件

発行

出所:日立製作所 [16Jp.29 

いて環境報告書の発行状況と内容を業種別に整

理し，環境報告書によるコミュニケーションの

意義の認識に業種間の差違が認められるかどう

か検討する口さらに環境面の取り組みに関して

高い評価や格付けを得ている企業について，業

種による格差の有無を調べることとする。

2.環境コミュニケーションの現状と動向

企業の環境コミュニケーションの機能は，自

社の環境に関する取り組み(マネジメント)や

その結果(パフォーマンス)を，さまざまなス

テークホルダーに伝えることである。社会や市

場からの要請を受けて，ステークホルダーの興

味が高まってくるにつれて，企業の事業活動に

関する環境面・社会面の情報開示が，従来の財

務報告のように重要視されるようになってきた。

環境省の「環境にやさしい企業行動調査J[6] 
によれば，環境報告書を発行する企業数は年々

増加の一途をたどっている(図 4)。

環境報告書を作成・発表するためには，環境

図4 環境報告書作成企業数の推移

600 

500 r 一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一ー一一一 一一一一一 ーー----430-

400 ~ 

300 

200 

100 ~ー一

270 

743 

579 

。平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

出所:環境省 [6J p.85より作成
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コミュニケーション・ツールとしての機能が事

業活動に必要との判断が必要である。したがっ

て，事業活動の異なる業種では，環境コミュニ

ケーションの積極性にも差のあることが予想さ

れる。そこで，環境報告書の発行状況や内容の

充実度によって，報告書によるコミュニケー

シヨンの積極性と，企業の環境側面の環境格付

けによる評価について業種別に分類し，環境コ

ミュニケーションの積極性における業種間格差

の有無について調べることにする。

2-1.業種分類

業種の分類方法については， I会社四季報」

が準拠する証券取引所33分類をもとにして，表

5のように24分類に改編した。

• r水産・農林』は該当企業が 1社のみで，類
似した業務内容の企業が『食料品』に分類さ

れていたため， r食料品』に分類した口
・『鉱業Jは該当企業がなかったが， r鉄鋼jに
分類することにした。

• rゴム製品Jと『ガラス・土石製品Jを統合
した0

・『非鉄金属』と『金属製品Jを統合した。
• r電気機器』のうち，環境に対する取り組み
が顕著な事務機器メーカーについて，新たに

『事務機器』の分類を設けた。

• rその他製品』のうち，環境に対する取り組
みが顕著な印刷業について，新たに『印刷』

の分類を設けた。

・その結果，本稿の分類法で『その他製品』に

分類されている企業は 文房具や日用品メー

カーなどである。

• r銀行jrその他金融業jr証券・先物取引』
『保険Jは，まとめて『金融Jとした。

• r陸運jr海運jr空運jr倉庫・運輸』は，ま
とめて『運輸・倉庫jとした。

なお，各企業の分類は，上場企業については

「会社四季報jにより，また非上場企業につい

ては業務内容から判断して分類を行った。

21 

33分類(証券取引所)

表5 業種分類の比較対応表

24分類(本稿)

水産・農林

鉱業

建設

食料品

繊維製品

パルプ・紙

化学

医薬品

石油・石炭

ゴム製品

ガラス・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

機械

電気機器

輸送用機器

精密機器

その他製品

卸売業

小売業

銀行

その他金融

証券・商品先物

保険

不動産

陸運

海運

空運

倉庫・運輸

情報・通信

建設

食料品

繊維製品

パルプ・紙

化学

医薬品

石油・石炭

ゴム製品・ガラス・土石製品

鉄鋼

非鉄金属・金属製品

機械

電気機器

輸送用機器

事務機器

印刷

その他製品

卸売

小売・外食

[翌

国主

b
E
…一
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2-2.環境コミュニケーション評価の業種別分類

わが国において，企業の環境コミュニケー

ションに関する積極性は，環境報告書の発行状

況と記載内容からある程度測定できるものと考

えられる。なぜならば，米国ならびに北欧やフ

ランスなどの欧州各国では法律によって環境負

荷報告や年次報告書への環境情報記載などが義

務付けられているが，日本では環境省および経

済産業省が作成のためのガイドラインを発表し

ているものの，一般事業者に対して作成そのも

のを義務付ける法律は存在しないからである。

しかしながら企業に対する環境配慮の要請は社

会および市場の両面から高まりを見せ，環境面

を含めた企業評価が活発化してきている。具体

的には， (1)企業や商品の環境側面に係る情報

提供の動色 (2)企業に対するアンケート調査

等を基に企業をランキングする動き，が拡大し

ている [4]。そこで，この 2つの動きに分け

て，いくつかの調査において高評価を受けた企

業の業種について調べることにした。

まず情報提供の動きに関して，環境側面の情

報を提供するコミュニケーション・ツールとし

て環境報告書をとりあげる。報告書の評価とし

ては，すぐれた内容の報告書を表彰する制度や，

企業の環境格付けの過程でとくに環境報告書に

関する項目が独立して点数化されているものを

取り上げ，受賞や高得点を得た報告書を発行す

る企業は，環境コミュニケーションに積極的で

あると判断することにした。

また，環境省の「環境にやさしい企業行動調

査Jは対象企業の数が多く，継続的な変化を見
ることができるほか，環境情報開示や環境報告

書に関する質問が含まれるが，データは製造業

を細かく分類していないため，参考として結果

を紹介する。

次に，環境に熱心に取り組む企業のランキン

グが環境コミュニケーションの成果を反映して

いるものと考え， 日経 BP環境経営フォーラ

ムが毎年実施している「環境ブランド調査Jを
検討対象とした。そのほか，日経ビジネス社の

rCSRランキングj，日本経済新聞社の「環境

経営度調査j. トーマツ審査評価機構の「環境

格付けj，環境経営格付機構の「グリーン・

トップランナー」において，それぞれ独自の基

準や評価項目による格付けの上位にランキング

された企業は，環境コミュニケーションに成功

して上位に格付けされたものと判断した。

2-2-1.環境報告書に関する評価

「環境報告書賞~グリーンリポーテイング・

アウォードj[22]， r環境コミュニケーション
大賞j[23]， r環境格付けj[24]. r第5回環境
ブランド調査-r環境コミュニケーションJ評
価j [20]， rCSRランキングベスト 100-

rCSR報告書の充実度』評価j[21]. の5種の

評価で上位あるいは受賞した企業を業種分類し

た結果は表6および図 5の通りである。なお，

この 5評価の受賞・上位企業のカウント方法は

次の通りである口

(a) r環境報告書賞~グリーンリポーテイング・ア
ウォードJ(東洋経済新報社，グリーンリポーティ

ング・フォーラム) [22] 1) 

第 1回 (1998年)から第 7回 (2004年)の聞

に， r環境報告書賞(最優秀賞，優秀賞，優良
賞)J rサステナピリテイ報告書賞(最優秀賞，
優良賞)J r継続優秀賞』の各賞を受賞した企業
延べ116社について，業種分類を行い，延べ受

賞企業数をカウントしたQ

1) 1998年に，企業の環境情報開示に対する認識を

高めることと，環境報告書を質量両面で向上させ

ることを目的として創設された O 当初から，環境

報告書は企業の社会的な信頼性の向上と，持続可

能な社会に向けた市民と企業との対話の促進に資

するものであるという認識をもっていた。ここ数

年の傾向として，環境報告書の内容に持続可能性

や CSRを意識した記述が増え， r環境J以外の
広いタイトルをもった報告書が増加してきた。そ

こで，前回 (2003年)から『環境報告書賞Jrサ
ステナピリティ報告賞』の 2本立てとなって，持

続可能性の観点から環境報告書を作成する動きに

呼応している。



乱1:arch2006 

業 種

建設

食料品

繊維

パルプ・紙

化学

医薬品

石油・石炭

ゴム製品・ガラス・土石製品

鉄鋼

非鉄金属・金属製品

機械

電気機器

輪送用機器

事務機器

印刷

その他製品

卸売

小売・外食

金融

不動産

倉庫・運輸

情報・通信

電気・ガス

サービス

計

電気・ガス， 6.1 
情報・通信， 1.3 
倉庫・運輸， 2.3 

不動産， 1 
金融， 0.6

卸売， 0.3 

その他製品， 2.9 

印刷， 1.9 

事務機器， 8.7
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表6 業種別・環境報告書高評価企業数 (延べ企業数:杜)

(a)環境報 (b)環境コミュニ (c)環境格 (d)環境ブラ (e) CSRラン

告書賞 ケーション大賞 付け ンド調査 キング

5 5 1 。 。
15 14 。 14 6 。 。 。 。 2 。 。 。 。
4 4 4 9 11 。 。 。 7 

1 。 3 。 2 

3 2 2 。 。 。 。 。
。 。 。 。 。
1 2 。 3 

38 27 9 9 12 

10 11 1 4 6 

11 13 2 I 2 

2 2 2 G 2 

2 3 1 3 2 。 1 。 。 1 

11 17 。 3 5 。 2 。 。 。
2 1 。 。 。
2 2 。 3 2 。 1 。 3 2 

9 7 3 。 5 。 。 。 G 。
116 114 30 50 72 

図5 業種別・環境報告書高評価企業数

(延べ382杜に占める割合:%) 

ノ¥)レプ・紙， 0.3

医薬品， 0.3

石油・石炭， 1.3 

ゴム製品・ガラス・
土石製品， 2.3 

機械， 1.3 
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(b) r環境コミュニケーション大賞J((財)地球・人
間環境フォーラム) [23J 2) 

第 1固から第 8固までに『環境報告大賞』

『持続可能性報告大賞jr環境報告マイスター
賞jr環境報告優秀賞jr持続可能性報告優秀
賞』の各賞を受賞した企業延べ114杜について，

業種別に延べ受賞企業数をカウントした。

(c) r環境格付けJ(~掛トーマツ審査評価機構) [24J 3) 
2004年度に総合評価A以上となった上位30社

が公表されたが，公表された30社全てが『環境

報告書Jの評価基準でAAA(最高評価)を得
ていた。したがって，公表された企業はいずれ

も環境報告書について最高ランクに評価された

と考え，公表された上位30社について，業種分

類し企業数をカウントした口

(d) r第 5 回環境ブランド調査~ f環境コミュニケー

ション』評価J(日経 BP環境経営フォーラム)

[20J 4) ‘ 

本調査の『環境コミュニケーシヨンJ評価の

2) 第1回(平成9年度)に「環境アクションプラ

ン大賞」として始まり，第3回より「環境レポー

ト大賞Jと名前を変えたが，環境報告書の持続可
能性や CSR (社会的責任)の側面を重視する展

開を受けて，第 8回 (2004年)からは「環境コ
ミュニケーション大賞」となった。この賞は優れ

た環境報告等を表彰することにより，環境情報の

開示と環境コミュニケーションを促進し，事業者

の自主的な環境保全の取り組みを促進することを

目的としている。

3) 社会的責任投資などの分野で実績を積んできた

トーマツ審査評価機構が，環境報告書発行企業

501社を対象に，これらの企業が発行する最新の

環境報告書 (2004年度版)とホームページによる
公開情報を基にして 7項目の評価基準によって

行った環境格付けである。 7評価基準のうちの 1

つが， r環境報告書Jの内容となっている。 2005
年3月25日発表。

4) 企業のブランド力には，企業が提供する商品や

サービスによる直接的な影響のほかに，企業に対

するさまざまなイメージが影響する。複数あるブ

ランド構築要素のなかで， r環境活動への評価J
がブランド指数に与える影響度の割合を探るのが，

この調査の目的である。各業種から，売り上げ上

位を中心に選んだ560社を調査対象として，消ノ

対象は金業の環境活動に関する情報入手方法10

項目の合計を， 560杜の偏差値で算出している。

環境報告書は10項目のひとつである。この偏差

値上位50社について 業種分類を行いカウント

した。

(e) rCSR ランキングベスト 100~ fCSR報告書の

充実度』評価J(日経ビジネス) [21J 5) 

公表された CSRランキング上位101社につ

いて rCSR報告書の充実度』の得点を業種別

に合計し，比較を行った。なお，この項目の採

点対象は， GRI (Grobal Reporting Initiative) 

のガイドラインに準拠して， 2003年に CSR報

告書またはそれに準ずる冊子を作成していた東

証 1部上場企業172杜であった(回答企業数は

¥費者に各企業の環境への取り組みに対する評価や，

環境に関する企業イメージなどについて，イン

ターネットによるアンケートを実施 (2004年4月

5 日 ~5 月 10 日)した。有効回答数は 18995件。

アンケート結果に基づいて，独自の新指標『環境

ブランド指数』による企業の順位付けを行ってい

る。 2000年の第 1回調査以来，分析手法や用いる

評価項目は毎回変化している。今回， 2004年の調

査では，新たな評価項目として『環境コミュニ

ケーション』が加えられた。『環境コミュニケー

ション』の評価項目は， TVの CMや雑誌新聞

の記事など，企業の環境活動に関する情報入手方

法10種類の合計を560社の偏差値で表したもので，

入手方法のひとつに環境報告書があげられている。

5) 日経ビジネス誌では， 2004年7月に， r尊敬さ
れる会社-CSRランキングベスト100社」を発表

した (100位が2杜同点で並んだため，実際には

101社)0 “企業は利益を上げなければ存続できな

いが，儲けるだけでも生き残れない。……今流行

のCSR(企業の社会的責任)には，これからの

会社のあり方を決定付ける重要な側面がある。"

として CSRに関する取り組みについてランキン

グを行っている。 2004年4月末の東証1部上場企

業1553杜にアンケートを送付し， 495社 (32%)

から回答を得た。総合得点200点のうち， 20点分

が rCSR報告書の充実度』で評価きれている。

その採点方法は， r基本情報と信頼性(8点).1
『ビジョンと戦略の明示(6点).1 fステークホル
ダーについての記述(6点).1 rCSRマネジメン

トシステム(11点).1r社会貢献のパフォーマンス
(19点)jの 5項目を採点 (50点満点) した後，総

合評価のために20点満点で表記したものである。
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図6 環境や CSR面で高評価を受けた延べ企業数の集計
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495杜)。その結果， CSRランキング上位100社

のうち， rCSR報告書の充実度』の採点対象
だ、った企業は72社であった。これらの企業を分

類し，業種ごとにカウントした。

2-2-2.環境や CSRの取り組みに関する評価

続いて，環境コミュニケーションに熱心な業

種が環境プランデイングに成功しているかどう

かを調べることにする。環境報告書などのコ

ミュニケーション・ツールを用いたことによっ

て，環境面で外部から評価されている企業は，

市場の意識調査や格付け機関による環境面の格

付けにおいて上位にランキングされていると考

40 60 80 100 

えられる。そこで 次の 5調査で上位にランク

インした企業の業種分類を行い，外部からの評

価について調べることにする D

5調査における企業数をまとめたものが表7

である。 (a)I環境ブランド調査j，(b) I環境経

営度調査j，(c) ICSRランキングj，(d) I環境

格付け」では，それぞれの項目説明とともに，

業種別に獲得点数などを分類して業種の特徴を

見ることにする。

この 5調杏における合計企業数を業種に分類

したものが図6である。
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表7 環境や CSRの観点から高く評価されている企業数 (延べ企業数:杜)

(a)環境ブラ (b)環境経営 (c) CSRラン (d)環境格 (e)グリーン・

ンド調査 度調査 キング 付け トップランナー

建設 4 

食料品 28 

繊維

パルプ・紙 2 

化学 13 

医薬品 5 

石油・石炭 4 

ゴム製品・ガラス・土石製品 2 

鉄鋼 。
非鉄金属・金属製品 。
機械 2 

電気機器 16 

輪送用機器 10 

事務機器 4 

印刷 。
その他製品 6 

卸売 。
小売・外食 8 

金融 。
不動産 。
倉庫・運輸 5 

情報・通信 5 

電気・ガス 3 

サービス 4 

企業数計 122 

一一 し一

(a) r環境ブランド調査J(日経 BP環境経営フォー
ラム) [20] 6) 

2004年度の調査から『環境コミュニケーショ

ン』が加わって， r環境情報接触.Lr環境イ
メージ.Lr環境評価Jとあわせて 4つの指標に
よって企業の『環境ブランド指数Jを算定し，

6) 企業の環境活動が，一般の消費者やビジネス・

パーソンなどにどの程度伝わり，どう受け止めら

れているかを明らかにする目的で実施されている。

具体的には，各業種から売り上げ上位を中心に選

んだ560社を対象に，企業の環境に関する活動が

一般の消費者にどう伝わっているかについて，イ

ンターネットによるアンケートを実施し，独自の

新指標『環境ブランド指数Jで順位付けを行って
いる。

。 。 3 

4 10 。 9 

9 1 。 3 

2 。 。 。
10 13 4 9 

1 10 1 2 。 2 3 3 

4 3 4 

2 。 。 1 

3 1 。 G 

7 3 1 4 

36 16 9 9 

12 9 2 4 

6 3 2 2 

2 2 2 。
10 6 3 

5 2 。
5 5 。 3 

5 。 。 。。 。 I 

4 4 。 2 

3 5 。
5 。 3 

2 1 3 。
133 101 30 67 

偏差値で表記している。この調査でランクイン

した企業数は表7に示したとおりである。また，

偏差値のランクを点数化して各企業の獲得点数

として，その業種別合計を図 7に示した。

(b) r第 8回 企業の環境経営度調査J(日本経済新
聞社，日経リサーチ) [25] 7) 

本稿では，製造業については公表された上位

7) 企業が環境対策を経営と両立させる取り組みを

評価する調査で，日本経済新聞社が日経リサーチ

の協力を得て1997年に開始した。 2004年12月に発

表された今回の調査では，上場と非上場の有力企

業を対象に2004年9月-10月にアンケート調査を

実施し， 1060社から有効回答を得た (26.4%)。評

価は(1)運営体制(2)長期目標(3)汚染対策(4)資源循ノ
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環境ブランド調査一一偏差値ポイント合計一一図7
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環境経営度一一獲得合計点一一図8
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評価項目が多く 700点満点である製造業との比

較のために， 6分の 7倍して調整した。

「尊敬される会社~CSR ランキングベスト 100

社J(日経ビジネス) [21] 8) 

この調査の上位にランキングされた企業は，

(c) 

100杜，また非製造業は業種別に上位 5社ずつ

公表されている企業について，業種分類を行い，

企業数をカウントした(表7)。非製造業のう

ち， r電気・ガス』はデータが得られなかった。
また，業種別の獲得合計点は図8のとおりであ

る。非製造業については600点満点であるが，

8) 日経ピジネス誌が，企業活動について，環境的

側面，社会的側面，経済的側面の 3要素(トリプ

ル・ボトムライン)にバランスのとれた CSR経

営の観点から評価を行ったランキンゲミ『亡只RJ
『外部の評価.1r業績及ぴ財務』の3つの側面から
評価が行われ. rCSR.Iは各企業へのアンケート

に基づいた『取り組み度』と rCSR報告書のノ

¥環(5)製品対策(6)温暖化対策(7)オフィス対策一一の

7項目について行い，各項目100点満点として点

数化し，合計点で上位企業を公表している。製造
=-~吋ー噌同， ，-1..円^^止ご...;..~ょ~- 士1(-，告"‘!I::;丑皆 1-1-...}-_， ~ "7 Jh  
ラICVJノ、 _.l I ~d.. /VVJ~、 1 ，- J.J-， 71 写><:;.と::!.:7J'Ç:'品ノ~ ，，/ i _....~， -，_'" 

庖舗しか拠点を持たないため，製造業などのよう

にオフィスだけを対象にした評価項目はなく. 6 
項目で600点満点となもている。
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CSRランキング一一獲得合計点一一図9
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AAAの 3段階である。総合評価がA以上の公

表企業は，環境への取り組みが良好であり，重

大な環境問題の発生リスクも小さい優良企業と

言える。総合で AAAとなるためには， 7項目

すべて AAA規準を満たしていることが必要と

されている。環境格付けによって高く評価され

た金業は，環境イメージを用いたコーズリレー

テッド・マーケテイングに成功している企業で

ある。さらにこの環境格付けでは，評価規準に

環境報告書の評価ツールが含まれており，

ミュニケーション・ツールとして環境報告書が

有効であるという認識を示していると考えるこ

とができる。本稿では，今回総合評価A以上に

格付けされた企業30社について，業種分類を行

い，業種ごとに，ランクインした企業の数を表

7に示し，獲得した Aの合計数を図10のグラ

フに示した。

環境面への取り組みと，社会性への配慮ができ

ていると同時に，外部から“尊敬できる"とい

う評価を得ていることを示すD これは環境コ

ミュニケーションの成果が現れ，リレーショ

ン・マーケテイングに成功している企業と考え

ることができょう。本稿では，公表された101

社 (100位同点で 2社ランクインしたため)に

ついて，業種分類を行い，ランクインした企業

数を表7に示し，業種別の獲得合計点を図9に

示した。 コ

(d) i環境格付けJ(~掛トーマツ審査評価機構) [24] 9) 

公表された30社の総合評価は，

¥充実度』で， r外部評価』は機関投資家と消費者
の投票で， r業績及び財務Jは2003年度または過
去3年間の収益性，成長性，健全性で判断してい

る。スコアは rCSR.Iと『外部の評価』がそれ
ぞれ60点 (30%)，r.業績及び財務Jが80点
(40%)の200点満点である。
9) トーマツ審査評価機構が，環境報告書発行企業

501社を対象にこれらの企業が発行する最新の環
境報告書 (2004年度版)とホームページによる公
開情報を基に2002年より毎年実施している環境格
付け。今回 (2005年3月)は iAJ以上の企業が
30社となり， 2002年 (12社)， 2003年 (17社)， 
2004年 (23社)と，環境報告書発行企業が増える
中，質的向上も進んでいるといえる。格付けに際

して，全7項目の評価規準が設けられている。評

価項目として， i環境報告書J，iスコアカードの
得点」に加えて，企業の環境問題への取り組みノ

AA， A， 

(e) ，グリーン・トップランナーJ(環境経営格付機
構) [3] 10) 

グリーン・トップランナーにリストアップさ

¥状況(，取り組み範囲j，i取り組み内容の信頼性，
透明性j，温室効果ガス削減j)，将来重大な環境

問題が発生するリスクの可能性(，土壌汚染対策j，

irS014001認証取得j)が含まれている。
10) 環境経営学会から外局として2001年に発足した
環境経営格付機構は，ツリー型のわかりやすい環

境評価ツールを開発しているが， 2004年2月にノ
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Aの獲得合計数(総数=60)
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グリーン・トップランナー企業数図11
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分類を行い，企業数をカウントしたのが図11で

ある。

環境報告書にもとづく環境

コミュニケ-ションの分析

3. 

3-1.環境報告書からみた環境コミュニケーショ

ンの業種間比較

前章では，環境報告書を中心とした環境コ

ミュニケーションの取り組みの状況を業種別に

調べた口また，環境側回の取り組みへの計1曲も

業種別に分類して示した。そこで，この章では

まずその結果を (1)環境報告書の発行状況と内

れた企業は，格付機構のスクリーニングを経て，

呼びかけの対象となったこと，進んで外部評価

を受けることによって環境への取り組みを進化

させようとする意欲を持っていることから，

ミュニケーションが奏功している企業と考えら

れる。

そこで，公表に同意した67社について，業種

コ

¥グリーン・トップランナ-67杜を発表した。これ
凶 工盟-1.#宜又，時 I--+-/" -h --r， 、ヱレ:;l:日c ふ<:-h :t..':!At.:土+

を機構が選定し，そのうち環境経営格付けに応募

した98社の中から，最終的な評価に至った75杜の

うち，社名の公表に同意が得られた企業である。
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環境報告書の表彰企業数図12
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-Jと(e)ICSRランキング-CSR報告書の
充実度一」は，企業格付けの際に環境報告書や

CSR報告書の内容を評価項目としているもの

であり，総合的な格付けやランキングは企業そ

のものに対する評価を行っている。この 2つの

調査で高い評価を得た企業が多かった業種は，

【電気機器] [化学]に次いで，【医薬品]【電

気・ガス]【輸送用機器]【食料品】となってい

る(図13)。【化学】は有害な原料を使用したり

生産過程におけるリスクが高い業種であること

から，報告書も「レスポンシブル・ケア」の視

京に立って説明責任と情報公開に力を注いでい

る口環境事故を起こしたときの影響の深刻さと

いう点では， [化学】と【電気・ガス】は社会

的影響が他の業種に比べて著しく大きいといえ

る。【医薬品]メーカーも人間の健康や生命に

直接かかわる製品を扱うことから，環境リスク

マネジメントに重点をおく業種である。人間の

健康や生命に関係するという点において， [食

料品]メーカーも情報公開や法令遵守を重視す

る業種であるといえよう。また，【輸送用機器}

は自動車の排気や燃料消費，交通事故等に代表

される環境影響が指摘されている業種である。

(d) I環境ブランド調査一環境コミュニケー

ション-Jは，企業が発信している環境関連情
報の入手方法を評価するもので，環境報告書だ

容の充実度， (2)環境や CSRの取り組みに対す

る評価，に分けて業種別分類の結果を分析する。

次に，各業種の市場の傾向や事業内容をさら

にくわしく把握するために，各企業の環境報告

書や HPから，環境への取り組みに関する情

報収集を行い，環境コミュニケーションの業種

間格差の要因について考察することとする。

3-1-1.環境報告書に関する評価

前章の表6では調査ごとの「業種別・環境報

告書高評価企業数Jを示した。

まず， (a) I環境報告書賞Jと(b)I環境コミュ
ニケーション大賞jは環境報告書そのものの評

価であるが，環境報告書の普及と奨励を目的と

する賞の目的から，意欲的な取り組みや新しい

表現内容が高く評価される傾向がある。ここで

企業数が多かった業種は{電気機器】[食料品]

[小売・外食]【事務機器] [輸送機器] [電気・

ガス]であった(図12)0 [電気機器】は家電

メーカー，【食料品】は缶や PETなどの飲料

メーカー，【小売・外食}は主にコンビニ， [事

務機器]はコピー機， [輸送機器】は自動車

メーカーである。{電気・ガス】のエネルギー

供給業者も含め，いずれも一般市民の生活に密

着した財サービスを提供する業務内容である D

次に， (c) I環境格付け一環境報告書の評価
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環境報告書を含む企業の環境面評価図13
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環境ブランド調査一一環境コミュニケーションーー図14

情報・通信， 3

倉庫・運輸， 3 

輸送用機器， 4

小売・外食， 3 

その他製品， 3

事務機器， 1 

ゴム製品・ガラス・土石製品， 1 

いずれの調査においても，また企業数以外の獲

得合計点も高く，環境報告書によるコミュニ

ケーションに対して最も積極的な業種であると

いえよう。これはまた，これらの業種の企業が，

熱心に環境イメージによるリレーション・マー

ケテイングを進めていることを表している。逆

に， rパルプ・紙jr金融jr不動産』は環境報
告書によるマーケテイングに消極的な姿勢がう

かカfえた。

では，環境報告書によるコミュニケーション

企業の環境イメージ・アップや環境側面のは，

電気機器， 9 

けを評価対象にしているわけではない。この調

査で、企業数の多かった業種は{食料品] [化学}

[電気機器】であった(図14)。

さて，前章の図 5は5つの調査の高評価延べ

企業数の総計を表している。この図では，業種

によって環境コミュニケーションに積極的な企

業数に差があることが示されている。

延べ企業総数の割合が高い業種は， [電気機

器】 (26.8%)，[食料品】(13.9%)，[小売・外

食】 (10.0%)，J [事務機器] (8.7%)， [輸送機
器] (8.4%)であった。とくに[電気機器】は，
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企業評価の向上に結びついているのであろうか。

次節で企業の環境面の評価について，業種別に

みることにする。

3-1-2.環境や CSRの取り組みに関する評価

まず各調査の内容を比較すると， (a) I環境ブ

ランド調査」は消費者とビジネス・パーソンに

よる評価であるため，企業のもつ環境イメージ

に最も近く， (b) I環境経営度j，(d) I環境格付

けJ，(e) Iグリーン・トップランナー」は，企
業の環境経営に対する評価であり， (c) ICSR 

ランキング」は両方の要素を含んだ評価基準で

ある口

(a) I環境ブランド調査」では，第三次産業の

業種の獲得合計点が他の調査よりも高く出てい

るが， [機械】[繊維1[卸売1[紙・パルプ】な
ど， 日常接することの少ない業種の点数は他の

調査よりも低くなっている(図 7)。この調査

では， I環境情報接触JI環境コミュニケーショ
ンjI環境イメージjI環境評価」という 4つの

指標から，企業のブランド力に影響を与える

「環境ブランド指数」を算定している [20J。つ

まり，日常接する事の少ない業種では環境情報

にも接触する機会が少ないことから，ブランド

の構築に結びつかないと考えられる。これは企

業の側から見れば，消費者に対する環境コミュ

ニケーションの価値が低いことを意味しており，

これらの業種が環境報告書によるコミュニケー

ションに消極であることは図 5でも示されてい

たのである。一方，他の調査に比べて{輸送用

機器]の得点がより高いのは，環境広告などの

情報に多く接触しているためと考えられる。

次に， (b) I環境経営度j，(d) I環境格付けj，

(e) Iグリーン・トップランナー」に共通してい

るのは，【化学]が高評価を獲得していること

である。これは環境リスクの高い業種が真剣に

環境経営に取り組んでいることを示すものと考

えられる。環境事故が起きた時の費用を考えれ

ば，予防的に継続的改善を繰り返す環境マネジ

メントシステムの確立コストは十分採算があう

との認i哉があると思われる。

(c) ICSRランキングjでは，【倉庫・運輸l
f情報・通信】への評価が高かった(図 9)。こ
れらの業種は，それぞれライフスタイルの変化

と環境意識の関係を表している業種である。

{倉庫・運輸】の中では， とくに鉄道会社が環

境コミュニケーションに積極的で，こぞって環

境を軸にしたリレーションシップの構築に力を

注ぎ始めている。鉄道という輸送サービスは，

輸送のための環境負荷が自動車や飛行機に比べ

て格段に小さいことから，宅配業者なども積極

的にモーダル・シフトに取り組み，それを市場

にアピールしていくというように，業種内の

ネットワークで環境への取り組みを進めている。

輸送距離あたりの温暖化ガス排出量が少ない鉄

道は，業務内容そのものが環境保全と直結して

いるといえよう D 鉄道会社は早い時期から分別

ゴミ箱などの取り組みを進めるなど，環境イ

メージを推し進めてきたが， 2005年 2月の京都

議定書の発効が追い風となって，環境プラン

デイングをさらに進めていくものと思われる o

f情報・通信】では， NTT系列の企業のみが
環境コミュニケーションに積極的であり，業種

全体としては環境コミュニケーションに積極的

であるわけでも，環境面で高い評価を受けてい

るわけではないのが現状である。しかし， IT 

化が紙などの廃棄物を減らし，人やモノの移動

を減らして結果的に環境負荷を低減させるとい

う主張にみられるように，この業種も本業を進

めていくことが環境保全につながる可能性を

もっている。[情報・通信}は，携帯電話の普

及のように，人々のライフスタイルを大きく変

えていく影響力のある業種である。環境面の取

り組みがマーケティングに説得力をもつように

なれば，環境効率の向上をめざす技術革新やリ

サイクル・ネットワークの構築などが進み，環

境マーケテイングに積極的になるものと考えら

れる。

以上5種の調査でランクインした企業の数を，

業種ごとに合計してまとめた図 6をみると，

[電気機器】【食料品]【化学1[輸送用機器]
{その他製品1[小売・外食】などの業種の企業
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が，環境などの取り組みを高く評価されている。

一方，図 5によれば，環境報告書によるコミュ

ニケーションに積極的な企業が多い業種は【電

気機器】【食料品]【小売・外食】{輸送用機器】

[事務機器】{化学]などであり，環境の取り組

みが高く評価された企業が多い業種とほぼ一致

していることがわかったのである。

これは，環境への取り組みのひとつが環境報

告書による環境情報の公開であるという企業が

多いことを考えると，当然の結果である。むし

ろ今後は，現在環境コミュニケーションに積極

的でない業種の企業に 環境経営や情報公開を

浸透させるようなシステム作りが必要ではない

かと考える。

一方，高評価企業がどの調査でも少なかった

のが， [鉄鋼】[非鉄金属・金属製品]そして

[金融】[不動産】であった。これらの業種は，

環境報告書の発行状況からみた環境コミュニ

ケーションの取り組みもあまり積極的ではな

かった。[鉄鋼] [非鉄金属・金属製品]は，市

場が消費者や生活者から遠いことが，市場から

の圧力を妨げている要因であると考えられる。

また[金融】{不動産】は扱う商品選択の際に

消費者が企業そのものの環境への取り組みをほ

とんど考えることのない業種である。これらも

市場からの働きかけがうすい業種といえよう。

3-2.環境報告書に関する企業の意識調査結果

環境報告書を発行する企業は増えてきたが，

環境コミュニケーションに積極的な企業の多い

業種と少ない業種があることがわかってきた。

そこで次に，企業の環境報告書に関する意識調

査の結果から，各業種の今後の環境報告書の動

向を考えることにする。(環境省「平成15年度

環境にやさしい企業行動調査(平成16年9月)J

[ 6 ] 11)より)

11) 環境省が，東京，大阪，名古屋の各証券取引所
n、唱告17 ^ ~乍" I J.目 r、ヰ炉 L 、r..ザ"-，，...~ミ1--'1軒主ヨr-^^ 1 I、1 L 庁、
Vノ i 口p， 中口p__l_.♂軍r]Ji"λ;>K4"J 晶、 vμιアに玉、 vVVノ、ιr、__l_.Vノ

非上場企業等を対象に，平成3年度以降毎年行っ

ているアンケート調査。前回(平成14年度)から
rCSR (企業の社会的責任)について』というノ

業種別クロス集計では 本稿において細分類

されている[製造業]がひとつにまとめられて

いるため，製造業種聞の詳しい比較はできな

かった。

(1) 環境報告書の発行状況

環境報告書の発行状況を業種別にまとめたの

が図15である。

〈選択肢〉

① 環境報告書を作成・公開している

② 来年は作成・公開する予定

③ 作成していない

④ その他

環境報告書を環境コミュニケーション・ツー

ルとしてマーケテイングに用いる場合，それぞ

れの業種でその市場の特徴がさまざまであるこ

とから，ここでも環境報告書の発行という取り

組みへの積極性には，業種間格差が生まれると

考えられる。

この調査結果によれば，【電気・ガス]は環

境報告書の作成・公表の割合が極めて高い。な

お，電力会社10社は全て環境報告書を発行して

いるので，発行していないと答えた 2杜はガス

供給業者であることがわかる。

逆に，銀行・保険といった[金融】業界は，

報告書というツールによる環境コミュニケー

ションが図られていないという現状がうかが

える Q

(2) 環境報告書を作成しない理由

上記の質問で『作成していない』と回答した

企業に対して，その理由を次の 4つの選択肢か

ら択一で尋ねた結果が図16である。

〈選択肢〉

① 記載すべき情報がわからない

② 作成するための費用と人員が不足

③ 必要性を感じないため

④ その他

この質問から明らかになったことは， [金融1

¥ 斤斤回目適当Eよさ七円..L-、 止、 ¥11 CT. 1 r:.a::ばF庁、+:-古品広11川王室引み
‘T司lp.....J官TN I.J~'" ノ.../ ''-0 I'~‘ ~V--.ι><..- ノ口 /YJ ドヱ-1 -1/、寸ー.~

44.0%，有効回答数は2795杜で，サンプル数が多

いことから，日本企業の環境への取り組みの動向

を全体として把握することができる。
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図15 環境報告書の作成・公表状況
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図16 環境報告書を作成・公表しない理由
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業種に分類される企業で， I環境報告書を発行

する必要性を感じない」と回答した企業の割合

が大きいことである。発行していない企業の割

合も大きく，今後も環境を戦略として使うこと

はあまり考えていないということになる。しか

し， [金融】の中で，業態によって環境コミュ

ニケーションに対する姿勢が大きく異なること

がわかった。この点については次節で詳しく述

べることにする。

なお，【電気・ガス]業種で「必要性を感じ

ないから」という理由が100%だ、ったのは，そ

もそも「作成していない」と回答した企業数が

2杜と，きわめてサンフ。ル数が少なかったため

と考えられる口

(3) 環境報告書のCSR・持続可能性への展開

持続可能な発展のためには，環境保全・経済

発展・社会的公正の3側面をバランスよく調和

旬え

|合同

5邑玄

v抗，.，

口掲載情報が不明

費用・人員不足

口必要性感じない

その他

させて取り組みを進める必要があることが，指

摘されている D この 3側面(トリプル・ボトム

ライン)における取り組みをまとめたものは

「持続可能性報告書(サステナピリテイ報告

書)J と呼ばれる。また，企業が社会的責任

(CSR)を果たす観点から取り組みをまとめた

ものは ICSR報告書Jと呼ばれる。 2000年に
持続可能な発展をめざして循環型社会形成推進

基本法が施行されてから，環境問題への取り組

みだけでなく，持続可能性や，人権，雇用，安

全などの CSRについての記述が多くの環境報

告書で見られるようになった。そこで，こうし

たCSRの認識の高まりを受けて，この調査に

おいても， CSRに関する設問群を前回(平成

14年度)から追加している口

環境報告書を作成・公表していると回答した

企業に対して，その中に社会・経済的側面が含
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図17 環境報告書の CSRおよび持続可能性への展開のレベル
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まれているかどうか，次の選択肢から択ーで尋

ねた結果が図17である口選択肢の内容から，①

から⑥まで数字が小さくなるほど，企業が持続

可能性にまで配慮した情報を発信しようとして

いると考えられる。つまり，小さい数字を選ん

だ企業が多い業種ほど，環境コミュニケーショ

ンに熱心であることを示しているのである。

〈選択肢〉

① 既に環境報告書ではなく持続可能性報

告書を作成・公表している

②既に環境報告書ではなく社会的責任

(CSR)報告書を作成・公表している

③社会・経済的側面についても可能な範

囲で記載している

④ 現在は記載していないが，社会・経済

的側面についての記載を検討している

⑤社会・経済的側面を記載する必要はな

いと考えており，記載していない

⑥社会・経済的側面とは何かわからない

ので，記載していない

⑦ その他

3-3.環境報告書の発行状況に関する業種別特徴

環境報告書の発行に積極的な業種をとりあげ

てきたが，本稿で今までふれなかった業種につ

いて，環境報告書の発行状況と内容を，簡単に

レビューする口レビューの根拠となる資料とし

て，当該業種の売上高上位数社を抽出し，環境

報告書の発行状況と報告書の内容のチェックを

|若君主哲

。 F

t乾キ義援暴投基

行った。

[建設1・・大手5社のほか，売上高の多い企業は
ほとんど発行している。子供向けの読本

などに工夫を凝らす企業もある。しかし

外部の評価はあまり高くなかったD これ

は市場と消費者が遠いことが大きな理由

であろう口公共事業などによる環境破壊

の悪印象が遠因かと思われる。

[医薬品1..・最大手の 1社が発行していないこと
を除き，多くの企業で発行している。

『化学Jと同様，健康に関連したリスク
の大きい業種なので リスクマネジメン

トの目的が大きいと思われる口バイオテ

クノロジーや動物実験などに関して，倫

理的な観点からの説明責任を果たす視点

も求められているようである。

[石油・石炭1・1電力・ガス]同様，環境負荷
の大きな産業なので ほとんどの企業が

発行しており，社会的な記述も多い。昨

年まで発行していなかった大手 1杜も

2004年版から発行を開始した。

[ゴム製品・セメント・土石製品1・・ゴムは[化
学]と同様の理由から，発行が進んでい

る。セメントは高熱キルンで廃棄物を処

理することができるため，循環型社会の

形成に役割を果たすことが期待されてい

る。セメント最大手金業は環境コミュニ

ケーションに非常に熱心である b 本業が

環境に生かされる好例であろう。
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[印席。]…従来，事業活動の環境負荷が大きい業

種であったが，植物性インクや無水印刷

などの技術改良により，環境配慮を訴え

やすい業種になっている。印刷とコミュ

ニケーションの観点から，積極的に環境

コミュニケーションの普及を進める企業

もある。

{事務用品1・・売上高上位5杜について調べると，
発行の有無が業態によるものであること

が判明したO 総合メーカーは社会性の内

容も充実している環境報告書を発行して

いるが，鉛筆，ファイルなどの専門メー

カーは作成していない。ただし，専門

メーカーの HPでは，エコ商品の紹介

や環境問題への取り組み紹介，子供向け

環境学習ページなどが充実しているので，

このまま紙媒体の報告書は出さない方向

かとも思われる。専門メーカーは商品で

勝負しているから企業の取り組みをわざ

わざ情報発信しでも あまりメリットが

無いと考えているのであろう。今後，顧

客以外のステークホルダーからの圧力が

強まれば，発行する企業の増えることが

予想される。

[小売I・・前章でも触れたが，小売の中でもとく
にスーパーマーケット業界のリレーショ

ン・マーケテイングは非常に進化してい

る。上位5社では工夫を凝らした報告書

が作成され，毎年報告書関連の賞を受賞

する企業が出ている。社会活動の情報が

多いことも特徴の一つで、あるが，これは

企業の社会的な取り組みがステークホル

ダーに訴求力をもっていることを示して

いる D

[金融】・・・業種としてまとめてみると，環境への

取り組みレベルも評価もともに低くなる

が， くわしくみていくと業態によって

はっきりと格差のあることがわかった口

[銀行]業界は，ほとんどがHPに社

会貢献活動を載せているにとどまってい

る。政府系の日本投資政策銀行，地銀の
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滋賀銀行などが発行しているのみである。

元都銀は環境への取り組みに関する情報

をほとんど発信していない。その中で，

2004年に第二地銀のびわこ銀行が新たに

環境報告書を発行した。営業エリアが重

複する滋賀銀行がはっきりと環境への取

り組みをアピールしてきたこと，琵琶湖

を擁する滋賀県では市民の環境意識が高

いことなどの要因が考えられる。

環境報告書を発行している銀行に共通

しているのは，本業，すなわち融資や預

金等の金融商品に環境軸を取り入れて成

功していることである。

日本政策投資銀行では「環境配慮型経

営促進事業」融資制度を運用している。

応募企業に対して経営・事業・パフォー

マンスの 3要素でスクリーニングを行い，

認められた企業に対して， 3段階の低利

融資を行う制度である。この融資を受け

られることは，企業にとって環境配慮型

経営のお墨付きをもらうことに等しい意

味をもっO 滋賀銀行は，平成12年からエ

コファンドを取り扱ってきたが，さらに

社会的責任を果している企業を投資対象

とした投資信託「モーニングスター

SRIインデックス・オープン〈愛称:

つながり)Jの取り扱いを行うなど，環

境配慮企業の資金調達を支援している。

八十二銀行は「信州エコ・ボンド『山紫

水明j(環境配慮企業向け銀行保障っき

私募債)Jを開始した。このように，環

境配慮度を基準とする金融商品や，環境

保全への寄付が顧客にアピールしている

ことは，市場の意識の向上を裏付けるも

のであろう。しかしながら，業界全体と

してみれば，環境コミュニケーションに

熱心でない銀行が圧倒的に多いのが現状

である。

環境コミュニケーションに不熱心なも

う一つの業態が[生保】である。社会貢

献活動には熱心に取り組んでいるものの，
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上位企業でも環境報告書は発行していな

い。これは事業内容に環境軸を組み込み

にくいことと関連するものと思われる。

一方，環境コミュニケーションに非常

に熱心なのが[損保]業界である。その

中でも特筆すべきは損害保険ジャパンで，

2003年までの「社会・環境レポート」の

タイトルが2004年から iCSRコミュニ

ケーションレポート」となり，社会性の

記述に多くの紙幅を費やしている，サス

テナピリティ・レポートである。市民の

ための環境講座，環境NGOへの学生イ

ンターン支援など，啓蒙活動にも広く携

わっている。業界上位3社に続き， 2004 

年からは業界第4位企業も CSRレポー

トを発行を開始した。損害保険は自然災

害の増加がストレートに保険料率などに

影響すること，リスクマネジメント手法

のプロであることなどから，環境コミュ

ニケーションに熱心であると考えられる口

もう一つの熱心業界が[証券】であるO

早くからエコファンドを運用してきた日

興コーデイアルグループと，グループ内

の研究所の大きなテーマが環境問題であ

る大和証券クゃループに続き，業界第 1位

の企業も発行を開始した。証券業界には

SRI (社会的責任投資)という商品もあ

り，顧客に常時接していることから，環

境コミュニケーションの価値を認めてい

ると考えられる。

以上のレビューから，各業種間で、環境コミュ

ニケーションの取り組みにはまだかなり温度差

がみられることが明らかになった口しかし今後，

社会と市場からの要請が強まり，環境税など新

たな法制度の整備が進み，さらに新たな環境関

連市場が開拓されるなどの経済環境変化が考え

られるので，環境コミュニケーションの重要性

はさらに増すことが予想される。

4.まとめ

4-1.環境コミュニケーションの積極性と業種の

特徴

前章で見てきたように，環境報告書の発行状

況にみられる環境コミュニケーションに積極的

な業種には，いくつかの特徴があることがわ

かったO これをまとめると，①顧客が消費者

であり，企業との距離が近い業種であること，

②事業内容そのものの環境負荷が大きく，社

会に向けて重大な説明責任をもっている業種で

あること，そして③環境への取り組みが業務

内容や商品と深く関係している業種であること，

の3点となる。

まず第一の特徴は，顧客が消費者であり，企

業との距離が近いことである。【食料品] [電気

機器】【小売・外食】などの業種がこの特徴を

もっo [電気機器】は主に家電メーカーであり，

消費者の興味が売り上げにストレートに反映す

ると考えられる。商品選択の際，購買動機のひ

とつはもちろん価格であるが，例えば省エネ効

率や燃費効率といった環境効率を上げることが，

ランニングコストの削減につながると消費者に

訴えれば，消費者を動機づけることが可能にな

る。また，家電製品は日常生活に深く関わるた

め，“地球環境・緑・健康にやさしい"という

イメージが企業にとって有利に働くと推測され

る。実際に家電の CMは緑や青，木や森，水

や風のイメージなどを使ったものが多い。市場

が自然や健康に敏感なことが企業を環境コミュ

ニケーションに動機付けていると考えられる。

なお家電業界は，環境経営の国際規格である

IS014001の認証取得にも熱心で，早い時期か

ら認証取得した企業が多かったことも，市場特

性を反映したものといえよう。

[小売・外食】業種の環境報告書は，地域や

顧客とともに環境に取り組んでいく姿勢を訴え

ている。とくに流通業界では，スーパーマー

ケットのマイバッグ運動やマッチング・ギフト

に見られるように，顧客の行動化による連帯感

を促す効果も期待されている。コンピニエンス
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ストアは，地域との共生を前面に押し出して，

環境への取り組みによる差別化を図っている。

リサイクル素材の制服着用や，分別ゴミ箱の設

置など，目に見える取り組みを訴えているのも

コンビニエンスストアの環境コミュニケーショ

ンの特徴のひとつである。一方，外食産業は環

境報告書の発行に熱心ではない。廃棄物の削減

が困難であることや，環境面に対する顧客の関

心が薄いためであると考えられる。大量生産・

大量消費のライフスタイルと売り上げが直接関

連している業種だけに，環境プランデイングは

なじまないことも考えられる。その中で，契約

農家との契約による有機栽培ーコンポスト処理

の循環を訴える環境報告書を 1杜の外食チェー

ン企業が発行している。コンビニエンスストア

や外食チェーン庖が環境コミュニケーションに

どう取り組んでいるかということは，顧客層の

ライフスタイルと関係してくる。したがって，

今後これらの業界における環境コミュニケー

ションの動向は， とくに若年層の市場意識のバ

ロメーターになると考えられる。

第二の特徴は，事業内容そのものの環境負荷

が大きく，社会に向けて重大な説明責任をもつ

ことである。[化学1[輸送用機器1I事務機器」
[電気・ガス】などの業界が，この特徴をもっ

ている。【化学]に分類された企業の環境報告

書は，レスポンシブル・ケア (RC)12)報告書

12) レスポンシプル・ケア活動とは， r化学物質を
製造し，または取り扱う事業者が，自己決定・自

己責任の原則に基づき，化学物質の開発から，製

造，物流，使用，最終消費を経て廃棄に至る全ラ

イフサイクルにわたって， I環境・安全jを確保
することを経営方針において公約し，環境・安

全・健康面の対策を実行し，改善を図っていく自

主管理活動(日本レスポンシブル・ケア協議会

HPより)Jである。地球環境問題や工業化地域
の拡大などによる「環境・安全・健康」に関する

問題の広がり，また，技術の進歩により発生する

新たな問題等に対し，化学物質に関する環境・安

全・健康を規制だけで確保していくことは難しく

なった。そこで，化学製品を扱う事業者が，環

境・安全・健康を確保するべく責任ある自主的な

行動をとることが今まで以上に求められて来たこ

とを受けて， 日本化学工業協会が1995年，会員ノ

の性格が強い。 1999年には「特定化学物質の環

境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に

関する法律 (PRTR法)Jが交付され，さらに
2003年4月より， レスポンシブル・ケア報告書，

環境報告書もレスポンシブル・ケア検証の対象

になるなど，化学物質に対する懸念を背景にし

て， RC活動は化学業界にかなり浸透している
といえよう。つまり，化学業界ではコミュニ

ケーションの重要性が共通認識となっているも

のと考えられる。

次に，本稿で[事務機器]に分類した大手複

写機メーカーは，いずれも環境コミュニケー

ションに熱心なことで世界的な評価を受けてい

るが，その基盤となっている要因は化学業種と

共通した環境リスクへの配慮である。複写機な

どの事務機器は，生産過程で汚染を引き起こす

危険'性が高いばかりでなく，使用中にトナーを

はじめとするさまざまな部品が経常的に廃棄さ

れるのを始め，薬品による汚染も懸念される。

さらに機器の使用は大量の紙資源の消費を意味

している。このように，環境負荷の宿命を負う

事業内容こそが，【事務機器}業界を環境コ

ミュニケーションに積極的にさせる要因と考え

られよう。

また， [輸送用機器】すなわち自動車メー

カーは，使用時の排気ガスによる大気汚染や，

交通事故の発生リスクなど，社会的に重大な影

響を及ぼす財の生産に携わっていることから，

社会的な批判に対して環境コミュニケーション

を常に心がけている。また， トヨタがハイブ

リッド・カーの開発を急いで世界に先駆けて販

売したことによって，環境プランドという大き

な価値を手に入れたことが この業種における

環境コミュニケーション合戦に拍車をかける最

大の要因となったO 需要に生産が追いつかない

というハイブリッド・カー市場の状況は，企業

が想像していた以上に市場が環境価値を高く評

価しているということを証明した形になったの

である。

¥以外の企業も加えて日本レスポンシブル・ケア協

議会を設立している。
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{電気・ガス}は，有限な資源を使ってエネ

ルギーを供給しなければならないことから，資

源の蕩尽と温室効果ガスや酸化物の排出という

面で，自然環境に与える環境負荷は非常に大き

い。ここでは規模が非常に大きい電力会社は，

エネルギー供給のために資源を消費して温暖化

ガスを大量に排出している事から，社会面に対

する配慮と，環境への取り組み行動をアピール

しているのが特徴である。さらに，電源立地の

観点から地域社会の理解が不可欠であることも，

とくに電力会社の環境コミュニケーションに対

する積極さの要因といえるであろう。

そして第三に，環境への取り組みが本業と深

く関係している場合に，環境コミュニケーショ

ンを効果的に利用して事業活動も進めていると

いう関係が示された。環境報告書にさまざまな

工夫を凝らしているのが， [食料品}のなかで

も飲料業界である。製品の原料に大量の水を使

うことから，自然環境の保全による水質の保証

が，事業活動の前提条件である。環境保全は深

く本業と関わっているといえよう口また，製品

の安全性への配慮を強く打ち出しているのもこ

の業種の特徴である。社会的側面への配慮とし

て，各メーカーに共通しているのが適正飲酒

キャンペーンなどにふれていることである。飲

料メーカーは，工場のゼロ・エミッションに早

期から取り組み，実現してきた経緯がある。し

たがって，工場見学会を常時開催したり，ビー

ル酵母製品のように，循環型システムへの取り

組みも他業種を一歩リードしている感がある。

本業が環境配慮へと動機づけ，その環境配慮か

ら新たな事業が生まれる， というサイクルの中

で，ステークホルダーに対するコミュニケーショ

ンが重視されていくのは当然の流れであろう。

[運輸・通信]では，とくに鉄道各社が輸送

サービスにおける環境効率の高さをアピールし

た内容の環境コミュニケーションに熱心である口

鉄道業は，宅配業者などへのアプローチにも熱

心であゐが，物i'JIt菜昇も顧各のコミュニヶー

ションのテーマにモーダル・シフトを取り上げ

るようになっており，業態を超えて相乗効果を

狙った働きかけが進んできている。

[電気機器]の中で，環境測定分析機器を扱

うメーカーも環境コミュニケーションに熱心で

ある。これらの企業にとって，環境報告書や環

境教育支援はプロモーションの機能も果たして

いるのである。

4-2. コミュニケーション・ツールとしての環境

報告書の今後の展望

環境コミュニケーションのツールとしての環

境報告書を，企業が今後どのように位置づけて

いくか考えていく上で，重要と思われる動きを

整理したい。

① 環境情報の提供の促進等による特定事業者

等の環境に配慮した事業活動の促進に関する

法律(環境配慮促進法)の施行

平成17年4月1日から，新たな法律の施行

が始まった。これは事業者とさまざまな関係

者の聞の重要なコミュニケーション手段であ

る環境報告書の普及促進信頼性向上のため

の制度的枠組みを整備し，環境報告書を社会

全体として積極的に活用していくことで，事

業者の積極的な環境配慮の取り組みを促進す

ることが目的である。この法律は，一定の公

的法人(特別事業者)に対する環境報告書の

作成・公表の義務付け等を規定している。こ

れにより，国民や事業者が投資や商品購入を

行う際に，事業者の環境への配慮の状況を考

慮するよう促し，事業者の自主的な環境配慮

の取り組みを促進するねらいがある。

現在は特定事業者が対象の法律ではあるが，

投資や消費の際の判断基準に，するよう促す

目的があることから この流れが民間企業に

も広がることも考えられる。その際に，企業

の環境報告書作成が半強制，あるいはブーム

となって形骸化するおそれもあるので，今後

の経緯を注意深く見守る必要がある。

② 網羅性と理解しやすさのトレードオフ

現仕夕、 V)県境報百吉凶， l.rKl L10J，県

境省[5 ]，経済産業省[9 ]の作成したガ

イドラインのいずれかに準拠して作成されて
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いる。まだ環境報告書が一般的ではなかった 比較可能性を追求するあまり，さらにガイド

90年代には，ガイドラインの存在は企業に

とって一種の指針であり 作成の一助となる

ものであった口しかしすでにかなりの数のさ

まざまな業種の企業が環境報告書を作成する

ようになると，同じような内容の記載に終始

しているのではないかという印象を受ける。

また，記述内容に網羅性を求めると，読みづ

らくなるという読者の声も届けられている。

今調査で数多くの環境報告書を読んだ中で，

興味深くまたわかりやすかったのは，社長や

社員が写真っきでかわるがわる出てきて質問

に答えながら環境への取り組みを楽しく説明

していく，ある製紙業の環境報告書であった。

親しみがもてて， しかも内容的にもガイドラ

インが要求している項目はすべてカバーして

いた。しかしながら，もしその企業の環境パ

フォーマンスのデータを知りたいと思うス

テークホルダーにとっては，物足りない内容

かもしれない。

網羅性と読みやすさを二つながら追求して

いくためには，読者の興味にあった情報の出

し方を工夫していく必要がある。そのために

は対象となるステークホルダーを絞っていく

必要がある。また，複数の企業で，データ編

や簡易版，絵本などのように何種類かの環境

報告書が作成されていたが，今後この傾向は

続いていくものと考えられる。

③ 信頼性と比較可能性の確保

この 1年間を振り返っても，土壌汚染隠し

ゃ偽装表示など，大企業の不祥事が次々と明

るみに出た。しかしこうした企業も立派な環

境報告書を作成し，充実した社会性報告を記

載していたのである。情報開示では，その情

報が正確で，誰でも検証可能な透明性が求め

られる。しかし，環境報告書のデータの信頼

性を担保するシステムは残念ながら存在し

ない。

また，これほど多くの企業で作成されてい

る環境報告書を比較することは，とくに異

なった業種間では非常に困難である。また，

ラインを設けて報告書の画一化をすすめるこ

とは，企業の特徴を伝えるという環境コミュ

ニケーションの阻害につながりかねない。環

境報告書の今後の課題は，コミュニケーシヨ

ン・ツールとしての信頼性の確保と，独自性

を認めたうえでの比較可能性の追求である。

④ 求められるフィードパックと対話性

コミュニケーションは情報の双方向性が求

められる。ただ環境報告書として企業の取り

組みを伝えるだけでなく，その取り組みに対

する意見や報告書そのものに対する注文や感

想、は，コミュニケーション・ツールを育てる

もっとも強力な栄養であろう。多くの企業で

は環境報告書にアンケート用紙を挟んで

FAX返信してもらえるようにするなどの工

夫をしている。

また，ステークホルダー・ミーテイングや

ダイアログといった機会を設けて，読者の意

見を直接聞こうとする試みも増えてきている。

昨年の報告書に対するアンケートの結果を集

計して次年度に載せている報告書もかなり

あった。また，そうした意見に企業としてど

のように対処したか，明記している報告書も

見られた。

報告書に記載されている第三者意見も，審

査機関の保証を取り付けるもの，二人以上の

有識者の意見を並べるもの，数人でミーテイ

ングを行ってそこでの意見をまとめて載せる

もの等，さまざまなスタイルが見られるよう

になった。しかし本当に大切なことは，企業

がその意見に対応できているか，という点で

ある。ステークホルダーからの意見をそのま

まにせずに投げ返すフィードパックこそが，

環境コミュニケーションを実りあるものにし

ていく鍵であるq 今後はこの点に注意を向け

る企業が増えていくと思われる。

おわりに

環境報告書をリレーション・マーケテイング

のツールとして活用するとき，読者に伝わるの
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は情報だけではない口企業風土や経営方針をう

まく伝えていくことができれば，環境プラン

デイングにつながるはずである。

これからは環境報告書を，どのステークホル

ダーに立すして， どのようにイ吏っていくか，かな

りしぼりこんで作成することが効果的であると

思われる。業種によって重点ステークホルダー

が異なることから，環境報告書の構成内容をど

のようにすれば効果的なコミュニケーションが

可能となるのか，考えた報告書の作成が求めら

れよう。

本稿で「環境コミュニケーションに積極的な

業種の特徴」は，①顧客が消費者であり，企

業との距離が近い業種であること，②事業内

容そのものの環境負荷が大きく，社会に向けて

重大な説明責任をもっている業種であること，

そして③環境への取り組みが業務内容や商品

と深く関係している業種であること，の 3点に

整理された。この 3点は，①市場の環境意識

向上，②社会からの要請，③持続可能な企業

活動の発展， という経済社会の 3つのベクトル

に対応している。持続可能性を環境コミュニ

ケーションにどう盛り込むか， CSRの視点を
どのように{云えていくか，ステークホルダーと

のダイアログをどう進めていくのか， といった

諸点に注目しながら，今後も環境報告書の動向

を見守っていきたい。
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